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1. 平成30年9月期の業績（平成29年10月1日～平成30年9月30日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年9月期 2,645 9.5 910 8.8 911 8.8 637 △2.1

29年9月期 2,414 △4.0 836 6.2 837 6.2 651 22.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年9月期 190.33 ― 19.4 21.3 34.4

29年9月期 194.41 ― 23.0 22.0 34.6

（参考） 持分法投資損益 30年9月期 ―百万円 29年9月期 ―百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年9月期 4,570 3,510 76.8 1,047.92

29年9月期 3,999 3,073 76.9 917.61

（参考） 自己資本 30年9月期 3,510百万円 29年9月期 3,073百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年9月期 706 △367 △200 1,942

29年9月期 588 △10 △167 1,804

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年9月期 ― 25.00 ― 30.00 55.00 184 28.3 6.5

30年9月期 ― 30.00 ― 35.00 65.00 217 34.2 6.6

31年9月期(予想) ― 35.00 ― 35.00 70.00 34.5

3. 平成31年 9月期の業績予想（平成30年10月 1日～平成31年 9月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,400 0.9 500 1.7 500 1.6 340 1.1 101.50

通期 2,800 5.9 1,000 9.8 1,000 9.8 680 6.7 202.99



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年9月期 4,090,000 株 29年9月期 4,090,000 株

② 期末自己株式数 30年9月期 740,146 株 29年9月期 740,115 株

③ 期中平均株式数 30年9月期 3,349,875 株 29年9月期 3,349,916 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成
を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予
想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況
 

（１）当期の経営成績の概況

当事業年度におけるわが国経済については、生産や個人消費は依然緩やかな回復基調が続いています。しかしな

がら当社の主要な販売先である金融機関は、低金利政策から資金需要があっても収益は厳しい状況が続いていま

す。そのため金融機関は必要な設備投資の選別を厳しくしつつあります。 

そのような中にあって、これまでの積極的な営業活動が奏功し、金融機関のシステム更改のタイミングで大手IT

ベンダーから当社システムへ乗り換えて頂いたり、業務効率化のニーズの高まりを受けて新規にシステム導入して

頂くなど受注獲得に結び付けています。 

事業別には「システム事業」につきましては、システム開発に係る「システムインテグレーション部門」の当事

業年度の売上高は、「担保不動産評価管理システム」や「財務分析・企業評価支援システム」、「融資稟議支援シ

ステム」などで大型案件の受注が増加したため、前期比増収となりました。またシステムのメンテナンスを行う

「システムサポート部門」も前期比増収となりました。営業利益は増収効果により前期比増益となっております。 

「不動産賃貸事業」につきましては、平成29年10月に新規賃貸物件を購入し、その効果から前期比増収増益とな

っております。 

以上の結果、当事業年度の売上高は2,645,079千円（前期比9.5％増）、営業利益は910,613千円（同8.8％増）、

経常利益は911,125千円（同8.8％増）、当期純利益は637,569千円（同2.1％減)となりました。 

セグメントの業績は、次の通りであります。 

①システム事業 

「システムインテグレーション部門」

主要なシステムである「担保不動産評価管理システム」や「財務分析・企業評価支援システム」は大手地方銀

行の受注を獲得し、売上高を大きく伸ばしました。「融資稟議支援システム」はペーパーレスや業務効率化のニ

ーズを受けてパッケージ化を進めたことや、「契約書作成支援システム」は信用金庫中心に受注件数が増加し増

収に大きく貢献しました。また、新システムの「出資金不着管理システム」は信組情報サービス株式会社への販

売により、売上高に計上され、全国の信用組合での利用が進んでいます。 

以上の結果、システムインテグレーション部門の売上高は、1,587,648千円(前期比13.9％増)、セグメント内

の売上高構成比は63.1％となりました。 

「システムサポート部門」 

システムの導入効果が大きくメンテナンスの売上高は前期比増収となり、システムサポート部門の売上高は

930,145千円（前期比2.1％増）、セグメント内の売上高構成比は36.9％となりました。 

以上の結果、システム事業の売上高は2,517,793千円（前期比9.2％増）、セグメント利益は866,767千円（同

8.6％増）となりました。 

②不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業は、平成29年10月に賃貸マンションを１棟購入し、賃貸マンション２棟、立体駐車場１棟、賃

貸オフィス１棟及び賃貸店舗１件の計５物件であり、当事業年度の売上高は、賃貸収入127,286千円（前期比

15.7％増）、セグメント利益は43,845千円（前期比13.8％増）となりました。 

 

（２）当期の財政状態の概況

（資産） 

当事業年度末における流動資産は2,641,936千円となり、前事業年度末に比べ249,012千円増加いたしました。

これは主に現金及び預金が138,051千円、売掛金が118,576千円増加したことによるものであります。固定資産は

1,928,219千円となり、前事業年度末に比べ321,664千円増加いたしました。これは主に新規不動産物件購入によ

るものであります。

この結果、総資産は、4,570,156千円となり、前事業年度末に比べ570,677千円増加いたしました。

（負債）

当事業年度末における負債は1,059,774千円となり、前事業年度末に比べ134,177千円増加いたしました。これ

は主に買掛金及び未払法人税等が増加したことによるものであります。 

（純資産）

当事業年度末における純資産合計は3,510,381千円となり、前事業年度末に比べ436,499千円増加いたしまし

た。これは主に当期純利益が増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は76.8％（前事業年度末は76.9％）となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ138,051千円増加

し、当事業年度末には1,942,368千円となりました。 

当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は706,601千円（前期比20.1％増）となりました。これは主に税引前当期純利益

911,079千円の計上により資金が増加した一方で、法人税等の支払額227,873千円による資金の減少があったことに

よるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は367,711千円（前期は10,448千円の使用）となりました。これは主に有形固定資

産の取得による支出364,583千円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は200,837千円（前期比19.8％増）となりました。これは主に配当金200,761千円の

支払によるものであります。 

 

（４）今後の見通し

今後のわが国経済は、国際情勢次第では不安定な株式相場や円高など、景気の悪化が懸念されますが、消費や生

産などは当面堅調に推移すると考えられます。しかし、主要な販売先である金融機関の取り巻く環境は、低金利政

策が継続され依然厳しいと見られます。 

このような状況の中、当社といたしましては、主要顧客である金融機関の様々なニーズを捉えて、地方銀行への

販売を強化し、信用リスク管理業務のみならず営業推進や総務・経理業務に係るシステムへも積極的に展開し品揃

えの充実を図り、受注に結び付けていく考えです。 

次期につきましては、売上高2,800,000千円（前期比5.9％増）、営業利益1,000,000千円（同9.8％増）、経常利

益1,000,000千円（同9.8％増）、当期純利益680,000千円（同6.7％増）と予想しております。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、国際的な事業展開や資金調達を行っておりませんので、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年９月30日) 
当事業年度 

(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,804,316 1,942,368 

売掛金 493,965 612,541 

仕掛品 50,453 39,112 

前払費用 8,453 8,549 

繰延税金資産 29,327 33,483 

未収収益 6,156 3,700 

その他 2,308 2,179 

貸倒引当金 △2,057 － 

流動資産合計 2,392,924 2,641,936 

固定資産    

有形固定資産    

建物 786,906 983,387 

減価償却累計額 △170,954 △207,908 

建物（純額） 615,952 775,479 

構築物 4,205 4,205 

減価償却累計額 △2,408 △2,735 

構築物（純額） 1,797 1,470 

機械及び装置 75,054 75,054 

減価償却累計額 △61,456 △68,276 

機械及び装置（純額） 13,598 6,778 

工具、器具及び備品 61,913 62,719 

減価償却累計額 △55,476 △56,612 

工具、器具及び備品（純額） 6,437 6,107 

土地 807,318 971,634 

有形固定資産合計 1,445,103 1,761,470 

無形固定資産    

電話加入権 1,116 1,116 

ソフトウエア 15,454 12,747 

無形固定資産合計 16,570 13,863 

投資その他の資産    

関係会社株式 10,000 10,000 

繰延税金資産 77,831 85,657 

会員権 12,650 12,650 

差入保証金 44,399 44,577 

投資その他の資産合計 144,880 152,885 

固定資産合計 1,606,554 1,928,219 

資産合計 3,999,479 4,570,156 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年９月30日) 
当事業年度 

(平成30年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 19,369 66,040 

未払金 85,715 88,131 

未払消費税等 31,987 20,782 

未払法人税等 123,584 178,420 

前受金 6,237 11,487 

預り金 15,126 15,922 

前受収益 313,878 328,334 

賞与引当金 70,535 72,403 

製品保証引当金 1,529 3,962 

その他 1,317 1,502 

流動負債合計 669,280 786,990 

固定負債    

役員退職慰労引当金 208,940 228,079 

長期預り保証金 47,375 44,704 

固定負債合計 256,315 272,784 

負債合計 925,596 1,059,774 

純資産の部    

株主資本    

資本金 326,625 326,625 

資本剰余金    

資本準備金 365,175 365,175 

資本剰余金合計 365,175 365,175 

利益剰余金    

利益準備金 1,816 1,816 

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 3,144,280 3,580,857 

利益剰余金合計 3,146,097 3,582,673 

自己株式 △764,014 △764,091 

株主資本合計 3,073,882 3,510,381 

純資産合計 3,073,882 3,510,381 

負債純資産合計 3,999,479 4,570,156 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年10月１日 
 至 平成29年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成29年10月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高 2,414,746 2,645,079 

売上原価 997,299 1,122,479 

売上総利益 1,417,446 1,522,600 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 116,634 126,907 

給料及び手当 141,303 153,223 

賞与引当金繰入額 41,740 42,418 

福利厚生費 32,943 36,049 

退職給付費用 4,364 4,591 

役員退職慰労引当金繰入額 17,960 19,139 

広告宣伝費 5,963 9,236 

貸倒引当金繰入額 2,057 1,081 

旅費及び交通費 32,613 32,960 

消耗品費 5,964 4,912 

支払手数料 44,248 42,290 

研究開発費 9,958 16,580 

賃借料 52,651 49,656 

減価償却費 6,382 5,750 

租税公課 23,783 25,591 

その他 42,274 41,599 

販売費及び一般管理費合計 580,843 611,987 

営業利益 836,602 910,613 

営業外収益    

受取利息 208 151 

未払配当金除斥益 312 320 

その他 33 39 

営業外収益合計 555 512 

経常利益 837,158 911,125 

特別利益    

固定資産売却益 － 4 

ゴルフ会員権償還益 264 － 

特別利益合計 264 4 

特別損失    

固定資産除売却損 92 51 

特別損失合計 92 51 

税引前当期純利益 837,329 911,079 

法人税、住民税及び事業税 237,788 285,493 

法人税等調整額 △51,723 △11,983 

法人税等合計 186,065 273,510 

当期純利益 651,264 637,569 
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【売上原価明細書】
 

   
前事業年度

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

当事業年度
（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 材料費   104,322 11.3 196,144 18.9

Ⅱ 労務費   678,722 73.3 679,039 65.5

Ⅲ 経費   143,078 15.4 162,185 15.6

当期総製造費用   926,123 100.0 1,037,369 100.0

期首仕掛品たな卸高   55,971   50,453  

合計   982,094   1,087,823  

期末仕掛品たな卸高   50,453   39,112  

他勘定振替高   1,933   6,455  

差引計   929,707   1,042,255  

販売用ソフトウェア償却額   1,261   910  

売上原価   930,969   1,043,166  

           

 

原価計算の方法

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

 

※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

賃金手当（千円） 414,776 417,780

雑給（千円） 28,051 23,239

法定福利費（千円） 76,134 76,713

賞与引当金繰入額（千円） 128,777 130,041

 

※２．主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

外注加工費（千円） 48,512 54,790

賃借料（千円） 41,368 45,382

旅費交通費(千円) 35,087 40,412

 

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

ソフトウェア（千円） 1,933 －

研究開発費（千円） － 6,455

 

※４．「損益計算書」の売上原価には、不動産賃貸事業における経費（前事業年度66,330千円、当事業年度

79,312千円）を含めて表示しております。
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成28年10月１日 至 平成29年９月30日)

            (単位：千円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰
余金 

  繰越利益剰余金 

当期首残高 326,625 365,175 1,816 2,660,513 △763,950 2,590,179 2,590,179 

当期変動額               

剰余金の配当       △167,496   △167,496 △167,496 

当期純利益       651,264   651,264 651,264 

自己株式の取得         △64 △64 △64 

当期変動額合計 － － － 483,767 △64 483,703 483,703 

当期末残高 326,625 365,175 1,816 3,144,280 △764,014 3,073,882 3,073,882 

 

当事業年度（自 平成29年10月１日 至 平成30年９月30日)

            (単位：千円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰
余金 

  繰越利益剰余金 

当期首残高 326,625 365,175 1,816 3,144,280 △764,014 3,073,882 3,073,882 

当期変動額               

剰余金の配当       △200,993   △200,993 △200,993 

当期純利益       637,569   637,569 637,569 

自己株式の取得         △76 △76 △76 

当期変動額合計 － － － 436,576 △76 436,499 436,499 

当期末残高 326,625 365,175 1,816 3,580,857 △764,091 3,510,381 3,510,381 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年10月１日 
 至 平成29年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成29年10月１日 
 至 平成30年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 837,329 911,079 

減価償却費 50,988 54,819 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,496 1,868 

製品保証引当金の増減額（△は減少） 453 2,433 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △38,039 19,139 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,057 △2,057 

受取利息及び受取配当金 △208 △151 

有形固定資産除売却損益（△は益） 92 46 

ゴルフ会員権償還益 △264 － 

売上債権の増減額（△は増加） 15,810 △118,576 

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,517 11,341 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △2,862 2,139 

仕入債務の増減額（△は減少） △25,994 46,670 

未払金の増減額（△は減少） 7,751 1,542 

未払消費税等の増減額（△は減少） △19,936 △11,204 

前受収益の増減額（△は減少） 5,204 14,456 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 19,252 3,448 

その他の固定負債の増減額（△は減少） △2,308 △2,671 

小計 856,340 934,323 

利息及び配当金の受取額 208 151 

法人税等の支払額 △267,992 △227,873 

営業活動によるキャッシュ・フロー 588,556 706,601 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △3,649 △364,583 

有形固定資産の売却による収入 － 5 

無形固定資産の取得による支出 △8,463 △3,305 

ゴルフ会員権の償還による収入 464 － 

従業員に対する貸付金の回収による収入 1,200 350 

差入保証金の差入による支出 － △178 

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,448 △367,711 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △64 △76 

配当金の支払額 △167,526 △200,761 

財務活動によるキャッシュ・フロー △167,591 △200,837 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 410,516 138,051 

現金及び現金同等物の期首残高 1,393,799 1,804,316 

現金及び現金同等物の期末残高 1,804,316 1,942,368 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

  該当事項はありません。

（セグメント情報等）

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、「システム事業」と「不動産賃貸事業」を行っております。システム事業は、主に銀行、信用金庫、信用

組合等の金融機関を対象にした業務支援システムの企画、開発、販売等を行うほか、販売したシステムの保守、デー

タメンテナンス及び代行入力を行っております。不動産賃貸事業は、不動産の賃貸及び管理を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、財務諸表作成のために採用している会計処理基準に基づく金

額により記載しております。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成28年10月１日 至 平成29年９月30日）

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 
（注） 

財務諸表 
計上額 

  システム事業 不動産賃貸事業 

売上高          

外部顧客への売上高 2,304,740 110,005 2,414,746 － 2,414,746 

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － 

計 2,304,740 110,005 2,414,746 － 2,414,746 

セグメント利益 798,063 38,539 836,602 － 836,602 

セグメント資産 783,696 1,411,466 2,195,162 1,804,316 3,999,479 

その他の項目          

減価償却費 12,657 38,330 50,988 － 50,988 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
11,723 － 11,723 － 11,723 

（注）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに帰属しない現金及び預金であります。
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当事業年度（自 平成29年10月１日 至 平成30年９月30日） 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 
（注） 

財務諸表 
計上額 

  システム事業 不動産賃貸事業 

売上高          

外部顧客への売上高 2,517,793 127,286 2,645,079 － 2,645,079

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － －

計 2,517,793 127,286 2,645,079 － 2,645,079

セグメント利益 866,767 43,845 910,613 － 910,613

セグメント資産 903,071 1,724,715 2,627,787 1,942,368 4,570,156

その他の項目          

減価償却費 11,947 42,871 54,819 － 54,819

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
11,363 357,167 368,531 － 368,531

（注）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに帰属しない現金及び預金であります。

 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自 平成28年10月１日
 至 平成29年９月30日）

当事業年度
（自 平成29年10月１日
 至 平成30年９月30日）

１株当たり純資産額 917.61円 1,047.92円

１株当たり当期純利益金額 194.41円 190.33円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

（平成29年９月30日）
当事業年度末

（平成30年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 3,073,882 3,510,381

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 3,073,882 3,510,381

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式数（株）
3,349,885 3,349,854

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

当事業年度
（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

当期純利益金額（千円） 651,264 637,569

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 651,264 637,569

期中平均株式数（株） 3,349,916 3,349,875

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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